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（A）H28年度地籍調査における土地所有者等 
に関する調査 

国土交通省 
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第４回WG国交省資料 



H28年度地籍調査における土地所有者等※１に関する調査 
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○ 平成28年度に地籍調査を実施した1,130地区（563市区町村）における土地所有者等の調査結果を集計 
○ 土地所有者等の調査結果より、以下の割合を算出 
  ・ 登記簿上の登記名義人や登記名義人住所等が現状と異なり、住民票や戸籍謄本等による追跡調査を実施した筆の割合 
  ・ 追跡調査の結果、土地所有者の所在が不明であった筆の割合 

※1  土地の所有者その他の利害関係人又はこれらの者の代理人 

登記簿上の土地所有者に対し、現地調査の通知※2 

①所在を確認 

土地所有者等の 
立会いにより 

土地境界を確認 

筆界未定 
or 

客観的資料で 
土地境界を確認 

②所在不明 

所在を確認 ③所在不明 

 追跡調査（戸籍・住民票等）により土地所有
者等の所在を調査し、再通知 
 
 
 

②-1 相続による所有権移転の未登記 
②-2 他の要因による所有権移転の未登記 
②-3 住所変更の未登記 

【土地所有者等の所在確認の手順】 

※2 通知前に戸籍や住民票等を用いて土地所有者等の所在を調査
している場合は、登記簿上の情報が戸籍や住民票の情報と異な
る筆を②に計上 

土地所有者等への通知（１回目）後※２ 

通知到達 620,082筆 
（登記簿、戸籍、住民票等で所在判明） 

通知到達  
４９７，５４９筆 

（①登記簿上で所在確認） 

未登記 
（相続）  

83,371筆 

未登記 
（住所変更）  
40,496筆 

未登記 
（売買等） 
 1,192筆 

未到達（②所在不明）125,059筆 

調査開始時 

調査対象筆数 ６２２，６０８筆 

土地所有者等への通知（２回目）後 

未到達 
(③所在不明) 

2,526筆  

【平成28年度の調査結果の集計イメージ】 

 全国の地籍調査における各筆の土地所有者等の調査について、
下記に該当する筆数を集計 

（平成27年度調査からの変更箇所を赤字で記載） 



H28年度地籍調査における土地所有者等※１に関する調査 

※２ １調査地区には、様々な地帯（DID、宅地、農地、林地）が含まれるため、地区内で最も割合の多い地帯で区分 

地帯別※２の調査結果 
【 （）内の数字は調査対象筆数に対する割合、〔〕内の数字は登記簿のみで所在不明に対する割合 】 

全体 
都市部 
（DID） 

宅地 農地 林地 

調査対象筆数 ６２２，６０８ ７９，７８３ ９８，７７５ ２００，６１７ ２４３，４３３ 

① 登記簿上で所在確認 
４９７，５４９ 
（７９．９%） 

６８，２０３ 
（８５．５%） 

８１，６１０ 
（８２．６%） 

１６６．６４８ 
（８３．１%） 

１８１，０８８ 
（７４．４%） 

② 登記簿のみでは所在不明 
１２５，０５９ 
（２０．１%） 

１１，５８０ 
（１４．５%） 

１７，１６５ 
（１７．４%） 

３３，９６９ 
（１６．９%） 

６２，３４５ 
（２５．６%） 

②-1 所有権移転の未登記（相続） 
８３，３７１ 

〔６６．７%〕 
５，１５２ 

〔４４．５%〕 
１０，３９９ 

〔６０．６%〕 
２４，３７５ 

〔７１．８%〕 
４３，４４５ 

〔６９．７%〕 

②-2 所有権移転の未登記（売買・交換等） 
１，１９２ 

〔１．０%〕 
３０ 

〔０．３%〕 
１９８ 

〔１．２%〕 
７８６ 

〔２．３%〕 
１７８ 

〔０．３%〕 

②-3 住所変更の未登記 
４０，４９６ 

〔３２．４%〕 
６，３９８ 

〔５５．３%〕 
６，５６８ 

〔３８．３%〕 
８，８０８ 

〔２５．９%〕 
１８，７２２ 

〔３０．０%〕 

（平成２８年度に一筆地調査を実施した地区を対象に調査） 

※１ 土地の所有者その他の利害関係人又はこれらの者の代理人 

③ 最終的に所在不明 
２，５２６ 

（０．４１%） 
３０４ 

（０．３８%） 
１３４ 

（０．１４%） 
６８９ 

（０．３４%） 
１，３９９ 

（０．５７%） 

要 因 

参考：筆界未定 
１０，１４０ 
（１．６%） 

２，０１４ 
（２．５%） 

１，４３８ 
（１．５%） 

２，２６４ 
（１．１%） 

４，４２４ 
（１．８%） 
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（B）不動産登記簿における 
相続登記未了土地調査について 

法務省 
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不動産登記簿における相続登記未了土地調査について 

 所有者不明土地問題研究会の関係自治体と連携し，全国１０か所の地区（調査対象数約
１０万筆）で相続登記が未了となっているおそれのある土地の調査を実施 

【速報】全国１０か所の地区の状況 
    所有権の個数（総数152,232：（うち自然人：118,346）） 

※割合は累積値 

 調査結果の速報は以下のとおり 

 調査地域は，大都市，中小都市，中山間地域などの地域バランスを考慮しつつ，自治体
が今後施策を検討している地区（公共事業実施予定地区，耕作放棄地対策検討地区）を
当該自治体から聴取 

法務省 
民事局 

      大都市：仙台市，神戸市等 
上記（大都市）以外：四万十町，大豊町，熱海市，高梁市，飯田市，三鷹市等 
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最後の登記から９０
年以上経過している
もの

最後の登記から７０
年以上経過している
もの

最後の登記から５０
年以上経過している
もの

大都市 １．０％ ２．７％ ９．２％

自然人のみの場合（24,360個） ０．４％ １．１％ ６．６％

上記以外 ６．１％ １１．１％ ２４．６％

（中山間地域含む） 自然人のみの場合（93,986個） ７．０％ １２．０％ ２６．６％

総数（30,071個）

総数（122,161個）



1.0% 1.7% 
6.5% 

90.8% 

総数 

最後の登記から９０年

以上経過 

同７０年以上９０年未満

経過 

同５０年以上７０年未満

経過 

同５０年未満 

0.4% 0.7% 
5.5% 

93.5% 

自然人のみの場合 

最後の登記から９０年

以上経過 

同７０年以上９０年未

満経過 

同５０年以上７０年未

満経過 

同５０年未満 
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参考１：大都市集計（仙台市，神戸市等） 

50年以上：6.6％ 50年以上：9.2％ 

総数 非自然人 自然人のみの場合

最後の登記から９０年以上経過 287 193 94
同７０年以上９０年未満経過 513 348 165
同５０年以上７０年未満経過 1,957 624 1,333

同５０年未満 27,314 4,546 22,768
計 30,071 5,711 24,360
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参考２：大都市以外集計（四万十町，大豊町，熱海市，高梁市，飯田市，三鷹市等） 

6.1% 
5.0% 

13.5% 

75.4% 

総数 

最後の登記から９０年

以上経過 

同７０年以上９０年未満

経過 

同５０年以上７０年未満

経過 

同５０年未満 

7.0% 
5.0% 

14.6% 

73.4% 

自然人のみの場合 

最後の登記から９０年

以上経過 

同７０年以上９０年未満

経過 

同５０年以上７０年未満

経過 

同５０年未満 

総数 非自然人 自然人のみの場合

最後の登記から９０年以上経過 7,452 883 6,569
同７０年以上９０年未満経過 6,167 1,500 4,667
同５０年以上７０年未満経過 16,485 2,754 13,731

同５０年未満 92,057 23,038 69,019
計 122,161 28,175 93,986

50年以上：24.6％ 
50年以上：26.6％ 



（C）地籍調査実施地区における、登記経過年
数と不明率の突き合わせ 

国土交通省 
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第４回WG国交省資料 



○地籍調査における土地所有者等※1の所在確認の手順 

10 

地籍調査実施地区における、登記経過年数と不明率の突き合わせ 
                                                                                                                             

○地籍調査の過程で把握した「所有者不明土地」と所有権の最後の登記からの経過年数との関係
を整理するために調査。 

○特定の事業者が地籍調査を実施した地区の中から、所有権の登記１万個程度で、住宅地、農用
地などなるべく多くの種類の地区を含むように実施箇所を選定。 

○研究会に参加している神戸市、三鷹市、高梁市、大豊町、飯田市でも約６千個程度で突き合わせ
を実施。 

○調査方法 

○一部自治体は、登記簿上の住所と住民票の住所を照らし合わせてから住民票を送っている。 
※1土地の所有者その他の利害関係人又はこれらの者の代理人 

地目別 不明の状況（不明率） 

(1個1個の登記について突き合わせ) 

地目別 最終登記からの年数 

地目ごとに 最終登記からの年数×不明の状況 
                        （不明率） 

○15地区13市町で調査を実施。 



全体 宅地※1 農地※1 林地※1 その他※1 

所有権の登記の個数 15,313 5,887 4,379 3,752 1,295 

①登記簿上で所在確認 9,798  4,368 2,616 1,929 885 

②追跡調査で所在確認 5,347  1,468 1,701 1,789 389 

③所在不明 168 51 62 34 21 

不明率（②③／①②③） 36% 26% 40% 49% 32% 

全体 宅地※1 農地※1 林地※1 その他※1 

所有権の登記の個数 15,313 5,887 4,379 3,752 1,295 

0～29年 7,805 3,483 1,969 1,584 769 

30～49年 4,214 1,739 1,159 1,036 280 

50～69年 1,789 404 796 514 75 

70～89年 546 104 172 223 47 

90年以上 864 148 258 366 92 

登記年なし※2 95 9 25 29 32 

※2：登記簿の権利部に所有者名はあるが、受付年がないもの。     

※1：宅地（地目：「宅地」）、農地（地目：「田」、「畑」）、 林地（地目：「山林」、「保安林」）、その他（地目：「原野」、「雑種地」等） 

○地籍調査における土地所有者等に関する調査を活用した所在確認結果   

（突き合わせ） 
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地籍調査実施地区における、登記経過年数と不明率の突き合わせ 

○所有権に関して最終の登記からの経過年数ごとの登記の個数 
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  最終の登記からの年数が経過するほど、登記簿上で所有者の所在が確認出来ない土地の割合
が上昇する傾向。 

地籍調査実施地区における、登記経過年数と不明率の突き合わせ 

12 
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地籍調査実施地区における、登記経過年数と不明率の突き合わせ 

13 



（D）相続未登記農地等の実態調査について 

農林水産省 
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第１回研究会農林水省資料 



１ 相続未登記農地等の実態調査について 

○ 土地の所有者不明化が問題となっているところ、農地についても、相続未登記農地の存在が担い
手への農地の集積・集約化を進める上での阻害要因となっているとの指摘。 

 

○ 昨年６月の「日本再興戦略２０１６」でも、この問題の調査と改善策の検討が明記されたことを踏
まえて、農業委員会（市町村の独立行政委員会）を通じて相続未登記農地等の実態調査を実施し
たところ。  

第２ 具体的施策 
 ３．攻めの農林水産業の展開と輸出力の強化 
  （２）新たに講ずべき具体的施策 

   i） 生産現場の強化 
 

① 農地中間管理機構の機能強化等 
 

 農地中間管理機構の昨年度の実績（借入・転貸）は、初年度（2014年度）の３倍程度に増

大しているが、全都道府県で機構を軌道に乗せるため、更に改善を図っていく必要がある。
このため、以下の施策に取り組む。 
 

 （中略） 
 

・相続未登記の農地が機構の活用の阻害要因となっているとの指摘があることを踏まえ、
全国の状況について調査を行うとともに、政府全体で相続登記の促進などの改善策を検
討する。  

「日本再興戦略2016－第4次産業革命に向けて－」   （平成28年6月2日閣議決定） 

15 



２ 実態調査の結果について 

○ 実態調査の結果、相続未登記農地及びそのおそれのある農地の面積合計は約93万haで全農
地面積の約２割。  

 
○ そのうち、遊休農地の面積は約5万4千haで、遊休農地面積全体の約４割。 

47.7万ha

　 うち遊休農地 2.7万ha

45.8万ha

うち遊休農地 2.7万ha

　合　計 93.4万ha

うち遊休農地 5.4万ha

　相続未登記農地

　相続未登記のおそれのある農地

 
○ 「相続未登記農地」： 

 登記名義人が死亡していることが確認
された農地。 
 
○ 「相続未登記のおそれのある農地」： 

 住民基本台帳上ではその生死が確認
できず、相続未登記となっているおそれ
のある農地。 
 
○「遊休農地」： 

 １年以上耕作されておらず引き続き耕
作される見込のない農地等 
 
 
 
 

定義 

※ 各農業委員会において、農地台帳
上の農地の登記名義人について、固
定資産課税台帳及び住民基本台帳上
のデータとそれぞれ照合。 

結果 
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（E）相続人不存在等に関する司法書士アンケート 
結果要旨 

日本司法書士会連合会 
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第４回WG日本司法書士会連合会資料 



設問の内容 

分類 設問項目 

(1) 
相続登記 

①過去３年間での受託件数          ② ①のうち一部の不動産のみ相続登記依頼有無・件数 
③ ②の地目のうち最も多かった地目    ④相続登記をしない理由（最多理由） 
⑤自治体等への寄付相談の有無・件数  ⑥寄付をしたい理由（最多理由） 
⑦相談の結果(寄付の可否)          ⑧不動産の所有権放棄の相談有無・件数 

(2) 
相続放棄 

①過去３年間での相続放棄申述書の作成業務の受託件数 
②遺産の中に不動産が含まれているものにおいて、債務超過以外の理由で受託したことの有無 
③相続放棄をする理由のうち最も多かった理由 

(3) 
成年後見等 

①現在、成年後見人等への就任件数   ② ①のうち、本人に推定相続人がいないことが明らかな件数 
③ ①のうち、本人の推定相続人全員が債務超過以外の理由で相続放棄をして相続人不存在となる可
能性の高い事案の有無・件数 
④推定相続人全員が相続放棄をすることが推定される理由（最多理由） 
⑤過去の就任事案で、本人につき相続人不存在であった事案の有無・件数 
⑥過去の就任事案で、相続人全員が相続放棄をした事案の有無・件数 
⑦相続人全員が債務超過以外の理由で相続放棄をした理由（最多理由） 

(4) 
相続財産管理人 

①過去３年間で相続財産管理人選任申立書の作成の依頼を受けたことの有無・件数 
②依頼者として最も多いもの 
③④相続財産管理人選任申立事件の予納金の金額と裁判所名（金額最高・最低それぞれ） 
⑤これまでに相続財産管理人に就任した件数 
⑥就任事案（遺産中に不動産あり）のうち、不動産を処理できた事案の不動産の処理方法・件数 
⑦上記のうち、寄付、贈与、所有権放棄、国庫帰属した事案につき、特に処理に苦労した事案の内容 
⑧不動産を処理できなかった事案の対応方法とその件数 
⑨不動産を処理できなかった事案のうち、国庫帰属できなかった理由 
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調査の概要 

■調査主体    
 日本司法書士会連合会 
 
■調査時期 
  平成29年3月 
 
■調査対象 
 全国の司法書士 
 
■調査手法 
 日本司法書士会連合会機関紙「月報司法書士」に調査票を同封、FAX回収 
 ＊調査名：「相続人不存在、所有権放棄・寄付等に関するアンケート」 
 
■有効回答数 
 797件 （月報司法書士の司法書士向けの発送数は概ね20,000件） 
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調査結果⓪ 司法書士の相続登記受託案件 

■司法書士の相続登記受託案件数は、平均で毎月３件程度 
 回答が得られた７９７件(人)の過去３年間（平成26～28年）の相続登記受託案件とし
ては、 
 50～99件、100～199件の回答者の割合がやや多い。 
 相続登記受託件数の総数は７７，０２５件。 
 （平均１００件/３年間、 毎月２．７件のペースで受託） 
 

図表１  ３年間（平成２６、２７、２８年）の相続登記の受託件数 

8.4 17.8 15.2 21.2 20.2 13.6 3.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

n=797

０～９件 １０～２９件 ３０～４９件

５０～９９件 １００～１９９件 ２００件以上

無回答
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調査結果① 一部不動産の相続未登記相談 

■約2.8％の相続登記案件で一部不動産のみの登記（相続未登記の土地）が発生 
 一部の不動産を相続登記しないよう依頼された回答者の割合は４３.８％。 
 ⇒受託件数では計２，１４３件。 全体件数（７７，０２５件）の２．７８％、 

2.78% 97.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

案件数

n=77025

ある ない

図表２ 一部の不動産のみの相続登記の依頼有無 

図表３  一部の不動産のみの相続登記の依頼件数の割合 

43.8 54.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

n=768

ある ない 無回答
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調査結果① 一部不動産の相続未登記相談 

■一部不動産の相続未登記相談では、特に「山林」が対象となる傾向 
 一部不動産の相続登記をしないよう依頼された案件で、（回答者ごとに）最も多かった対象
地目としては、山林が４０．２％と最も多く、農地が１９．９％、宅地の１４．６％。 
 

14.6 19.9 40.2

1.8

9.5 11.3 2.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

n=336

宅地 田畑 山林 雑種地 公衆用道路 その他 無回答

図表４ 相続登記をしなかった土地の地目（回答者ごとに最も多かった地目１つを選択） 
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調査結果① 一部不動産の相続未登記相談 

■相続未登記の理由としては、「資産価値がない」、「数次相続で遺産分割困難」が多い 
 一部不動産の相続未登記依頼の理由は、「資産価値がない」、「数次相続で遺産分割協
議が困難」が多く、「その他」の内訳としては「登録料が高い」「建物を取り壊す予定」が多い。 

図表５ 相続登記をしなかった理由（回答者ごとに最も多かった理由１つを選択） 

20.2 10.1 22.6 5.1

3.3

8.9 5.1 4.5 19.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

n=336

資産価値がないため 数次相続が発生しており、相続人の探索費用がかかるため

数次相続が発生しており、遺産分割協議が困難なため 記名共有地等の特殊名義であったため

所在地が不明であったため 利用の予定がないため

流通性がなく賃貸または処分できないため 固定資産税が非課税だったため

その他 無回答
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調査結果② 不動産の自治体への寄付相談 

■約2.5％の相続登記案件で不動産の自治体への寄付相談が発生 
 不動産を自治体へ寄付する要望相談を受けた回答者の割合は４９.５％ 
  ⇒受託件数では計１，９２６件。 全体件数（７７，０２５件）の２．５０％ 

図表６ 不動産を自治体へ寄付する要望の相談有無 

図表７ 不動産を自治体へ寄付する要望の相談件数 

2.50% 97.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

案件数

n=77025

ある ない

49.5 48.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

n=768

ある ない 無回答
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調査結果② 不動産の自治体への寄付相談 

■寄付相談を受けた経験を持つ司法書士のうち約７％で「寄付ができた」と回答 
 自治体への寄付相談を受けた回答者（３８０人）のうち、６.６％（２５人）は「寄付が
できた」経験を持つ。 

図表８ 寄付に関する相談の結果（n=380） 

70.3

6.6

32.9

2.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

寄付は難しい旨を説明して相談を終了した

自治体に相談することを勧めた結果、寄付ができた

自治体に相談することを勧めたが、寄付できなかった

無 回 答
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調査結果③ 相続登記案件における相続放棄の相談 

■約1.8％の相続登記案件で不動産の相続放棄相談が発生 
 不動産の所有権を放棄する要望相談を受けた回答者の割合は４０．０％ 
  ⇒受託件数では計１，３３３件。 全体件数（７７，０２５件）の１．７３％ 

図表９ 不動産の所有権を放棄する要望の相談有無 

図表10 不動産の所有権を放棄する要望の相談件数 

40.0 52.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

n=768

ある ない 無回答

1.73% 98.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

案件数

n=77025

ある ない
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調査結果④ 相続放棄申述書の作成 

■約27％の回答者が相続放棄申述書（債務超過以外の理由）の経験がある。理由は「相続人間での疎遠」が最多 
 相続放棄申述書の作成受託事件の経験があり、遺産中に不動産が含まれるものにおいて、債務超過以外の理由で申述書
を作成したことのある回答者は２６．５％。 
 作成の理由としては、「他の相続人間と付き合いがないので関わりたくない」が５６.４％（半数以上） 

図表11 遺産中に不動産が含まれるものにおいての、相続放棄の受託有無（債務超過を除く） 

26.5% 73.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

n=797

ある ない 無回答

図表12 （債務超過を除く）相続を放棄する理由（回答者ごとに最も多かった理由１つを選択） 

2.8 18.5 9.0 56.4

2.4

10.4 0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

n=211

予定がないので相続したくない 相続をしても管理ができないので相続したくない

価値が低く賃貸又は処分ができないので相続したくない 他の相続人間と付き合いがないので、関わりたくない

生前に充分贈与を受けている その他

無回答
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調査結果⑤ 成年後見案件での相続人不存在 

■成年後見就任案件のうち、１割を超える案件で相続不存在（の恐れ） 
 現在、成年後見人等に就任している回答者は４８．３％と約半数。⇒就任件数では計２，５８２件。  
 ⇒このうち、２６０件（就任件数の１０．１％）で推定相続人不存在案件（本人に推定相続人がいないことが明らかなもの） 

 ⇒また、別途７５件（就任件数の２．９％）で、推定相続人全員の相続放棄が想定され、相続人不存在となる可能性 
  その理由として「推定相続人全員が関わりたくないとの意思を表明しているもの」が６６．７％を占める。 

図表13 成年後見人等の就任有無（現在） 

48.3% 51.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数

n=797

ある ない

図表14 成年後見就任件数のうち、相続人不存在となる案件 

件数 割合 

就任件数 2,582 － 

推定相続人不存在案件 260 10.1% 

推定相続人全員の相続放棄が想定され、相続人
不存在となる可能性の高い案件 

75 2.9％ 
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＜（B）法務省調査、（C）国土交通省調査を統合した推計＞ 

10万筆サンプルの結果では、所有者不明率は3割 

■「約10万筆のサンプル調査結果」

と、「最後の登記からの経過年数
と不明率による相関関係」を用い
た結果、不明率は約29% 

 

 
●上記不明率は、あくまでも一つの試算で

ある点に留意。 

●より代表性の高い値を得るには、分析サ
ンプル数を増やす等、今後も更なる分析
が必要。 
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＜宅地での分析例＞ 

＜農地での分析例＞ 

＜分析方法＞ 
 （B）法務省調査では、10万筆における登記経過年と所
有権の登記の個数の関係、（C）国土交通省調査では、
最後の登記からの経過年数と不明率の関係が把握でき
ることから、両者を統合して、10万筆の所有者不明数
（筆数）を推計。 

宅地において、登記経過年数と不明率のばらつきは少
ない 
一方、農地等では多少のばらつきが見られる等、より代
表性の高い値を得るには、今後も更なる分析が必要。 
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＜拡大推計：（A）地籍調査を活用した推計＞ 

全国の拡大推計の結果でも、所有者不明率は2割 

■ 全国の所有者不明率は20.3％ 
● 地目別でも概ね同様の傾向。 
 （左：サンプル調査結果 右：拡大推計結果） 

 宅地：17.4% ➡ 14.0% 
 農地：16.9% ➡ 18.5% 
 林地：25.6% ➡ 25.7% 
 

■ 所有者不明の土地面積では、 
約４１0万haに相当 

 （参考：九州の土地面積：368万ha） 

 

＜所有者不明率の拡大推計方法＞ 
①地籍調査の対象地区の面積と、②地籍調査の対象地区が含
まれる市区町村の土地面積の比率により、登記数と不明数を補
正。 
・登記数（市区町村別）＝登記数（地籍調査の対象地区別）×（②/①） 
・不明数（市区町村別）＝不明数（地籍調査の対象地区別）×（②/①） 

相関式の決定係数が比較的高かった「登記数（市区町村別）」⇔「総
人口（市区町村別） 」、「不明数（市区町村別） 」⇔「65歳以上死亡者
数（市区町村別） 」との関係式から、全国の市区町村に拡大推計。 

＜宅地での分析例＞ 
総人口と不動産 登記数の関係 

＜宅地での分析例＞ 
65歳以上死亡者数と所有者不明数の関係 ＜所有者不明土地面積の推計方法＞ 

地目別（宅地、農地、林地）の土地面積に、それぞれの所有者
不明率を乗じることで推計。 

地目別の土地面積は、各省の各種統計資料を組み合わせて算
出したもの（地目毎の私有地面積）に、個人保有の比率を乗じ
て推計。 

なお、ここでの「所有者不明」としては、登記簿上の登記名義人
（土地所有者）の登記簿上の住所に、調査実施者から現地調査
の通知を郵送し、この方法により通知が到達しなかった場合を
計上。 31 


